
介護保険制度を巡る論点

2025年1月29日
キヤノングローバル戦略研究所

シンポジウム

ニッセイ基礎研究所
上席研究員
三 原 岳

※発表内容は報告者個人の見解に基づいており、所属する組織の立場とは関係ありません。
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少しだけ自己紹介
元々は新聞記者、別のシンクタンクを経て現職に。

ウエブサイトなどに情報発信。
＜主な基礎研ウエブサイトでの情報発信＞
• 2024年度トリプル改定を読み解く（2024年6月～9月、全3回）
• 介護の生産性向上はどこまで可能か（2024年5月）
• 施行まで半年、医師の働き方改革は定着するのか（2023年9月）
• 全世代社会保障法の成立で何が変わるのか（2023年8月、全2回）
• かかりつけ医を巡る議論とは何だったのか（2023年2月、全2回）
• コロナ禍を受けた改正感染症法はどこまで機能するか（2022年12月）
• 医療制度論議における「かかりつけ医」の意味を問い直す（2021年8月）
• コロナ禍で成立した改正医療法で何が変わるか（2021年7月）
• 自治体の認知症条例に何を期待できるか（2021年4月）
• 感染症対策はなぜ見落とされてきたのか（2020年9月）
• 20年を迎えた介護保険の再考（2020年6月～2021年3月、全25回）
• 医療と介護の国・地方関係を巡る2つの逆説（2020年1月）
• 公立病院の具体名公表で医療提供体制改革は進むのか （2019年10月）
• 認知症施策の「神戸モデル」は成功するか（2019年10月）
• 認知症大綱で何が変わるのか（2019年8月）
• 議員立法で進む認知症基本法を考える （2019年3月）
• 社会保障関係法の「自立」を考える（2019年2月）
• 平成期の社会保障改革を振り返る（2018年12月）
• 「65歳の壁」はなぜ生まれるのか（2018年11月）
• 地域医療構想を3つのキーワードで読み解く（2017年11月～12月、全4回）

 早大政経卒。時事通信記者、東京財団研究員を経て、2017年10月に入職。関心事は医
療・介護政策。社会政策学会、日本財政学会、日本地方財政学会、自治体学会、日本ケ
アマネジメント学会、全国マイケアプラン・ネットワーク会員。

 『地域医療は再生するか』（2020年11月出版）、「介護報酬複雑化の過程と問題点」
『社会政策』（2015年7月）、『医薬経済』の連載（2015年6月～）。

 市町村支援の厚生労働省老健事業委員（2020年度～）、日本医療政策機構の認知症条
例プロジェクト委員（2020年度～）、関東学院大非常勤講師（2024年度～）など。

 参議院、自民党、立憲民主党、財政制度等審議会、経団連、経済同友会、日本商工会議
所、全国知事会、連合、日本医師会、東京都薬剤師会、京大、明治大、⾧野県・信州大
など講演多数。
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介護保険制度を理解するキーワード
制度の基本構造を理解するキーワードとして、
「自己決定」「準市場」という視点は不可欠。

過去の福祉制度に
対する反省

在宅ケアを
充実させよう!

高齢者の自己選択を
重視しよう!

社会的入院

医学的なニーズが小さいのに、
家族の都合などで高齢者が
⾧期間、入院していた

措置制度

所得審査や家族関係で
サービス利用に制限が

掛かっていた家族介護
の負担

女性を中心に家族の介護労働の
負担が重くなっていた

介護システムを
社会化しよう!

新たな社会保険
制度を創設

権利性が明確に

社会保険方式の
採用

意思決定支援の
仕組みを創設

在宅ケアの拡大
自己選択が明確に

ケアマネジ
メントの導入

利用者が事業者と
契約する制度の

導入
自己選択が明確に

契約制度の
導入

営利法人の参入に
よる選択肢の拡大

在宅ケアの拡大

営利法人の
参入

市場原理を部分的に導入（準市場）
混合介護の容認

高齢者の自己決定を重視
ケアマネジメントを導入
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介護保険を巡る2つの「不足」という制約条件
財源不足と人材不足が大きな制約条件となりつつあり、

対応策が焦点となっている。

 高齢化と要介護者の増加を受けて、介護保険の費用は20年間で約3倍に。高齢
者が支払う月額平均保険料は6,000円を突破した。

 高齢者に支払われる基礎年金の平均月額支給額は約5万円であり、介護保険料は
天引きされる（後期高齢者の保険料も別に天引き）。

 このため、保険料の引き上げ余地は限界を迎えており、現行制度を前提とする
限り、これ以上の大幅な引き上げは難しい情勢。
しかし、軽度者給付の見直しや負担増には国民の反発が強いため……。

 介護現場は現在、慢性的な人材不足の状態にあり、これからも深刻化する可能
性が大きい（2040年時点で約57万人が不足という推計）。

 そこで、厚生労働省としては、介護職員の処遇改善に加えて、外国人労働者、
ボランティアの拡大、文書量削減、ICTやロボットの活用などに取り組んでお
り、2024年度報酬改定でも生産性向上に向けたテコ入れが図られた。

しかし、有効な手立てが見受けられず……。

（1）財源不足
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（2）人材不足



（1）財源:介護保険総費用の増加
介護保険の費用はほぼ一貫して増加し続けており、

自己負担を含む総費用は制度創設時の3倍以上の約11兆円に増加。

出典:厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」を基に作成
注:自己負担を含む総費用の推移。

介護保険総予算の推移
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（1）財源:高齢者の保険料引き上げは限界
高齢者の基礎年金から天引きされる月額介護保険料は増加しており。

これ以上の大幅な引き上げは困難。

出典:厚生労働省資料を基に作成
注:月額平均の基準保険料であり、実際の保険料は所得に応じて課される。
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給付増に対する選択肢
給付増に対する選択肢は①財源を増やす、②給付を減らす――の
2つに大別できるが、国民や事業者の反発が避けられない。

財源を増やす

税金の割合を増やす

保険料を増やす

給付を減らす

軽度者の給付を減らす

生活援助を減らす

施設ケアを減らす

報酬単価を減らす

給
付
増
に
ど
う
対
処
す
る
か

要介護者を減らす

誰の税負担を増やす?

誰の保険料負担を増やす?

軽度者の生活は?

利用者の生活は?

在宅ケアが困難な人は?

事業所の経営は?
人材確保は?

出典:各種資料を基に作成

自己負担を増やす 利用者の生活は?

現在、どんな議論が展開されているのか?

2025年1月29日
キヤノングローバル戦略研／p7



出典:各種資料を基に作成

（1）財源:2024年度改正の懸案はほぼ全て先送り
2割負担の拡大、ケアマネジメント有料化の是非が焦点になったが、

多くの案件で結論を先送り。
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2024年度制度改正では、2割負担の拡大など、
3年前と同じテーマが話題になったが、多くの案件で結論を先送り

以下は①だけを述べます。
（②～③を含めた他のテーマは時間の都合上、省略します）



（1）財源:利用者負担の引き上げの動向
一律1割負担の制度を改正し、所得の高い高齢者を対象に、
2015年から2割負担、2018年から3割負担を導入したが…。

介護保険は制度創設時、所得に関わらず、利用者負担は1割で定率
だった（応益負担）が、所得の高い人を対象に、2015年に2割負担、
2018年に3割負担を導入。財務省は一層の負担増を主張している。

2割負担の線引きを広げる是非が焦点になったが、
結論を3年後に先送り

（2025年度に検討、2026年に制度改正、2027年に施行?）

出典:厚生労働省資料を基に作成
注:具体的な基準は政令事項。
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（1）財源:2割拡大の選択肢（参考）
2023年12月の介護保険部会では、2割負担の対象者拡大について、

9つの選択肢で給付抑制額を示したが…。

出典:厚生労働省資料（2023年12月7日、介護保険部会資料）を基に作成

 2023年12月7日の介護
保険部会では、2割負担
の対象者拡大に向け、9
つの選択肢が示された。

単身世帯で190万円から
270万円から10万円刻
みで区分され、それぞ
れの対象者数と給付抑
制額の見通しが「粗い
試算」として示されて
いる。

給付抑制額は90～800
億円。

部会では意見の隔たり
が大きく、最後は政治決
着に委ねられ、先送りに。
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（2）人材:人手不足は将来的に深刻化
2040年度には介護現場で働く人材が57万人不足すると予想。
生産年齢人口の減少が進む中、人材確保が問われている。

注1:2022年度（令和４年度）の介護職員数約215万人は「介護サービス施設・事業所調査」に基づく。
注2:介護職員の必要数については、足下の介護職員数を約215万人として、市町村の第9期介護保険事業計画に位置付けられた
サービス見込み量（介護予防・日常生活支援総合事業を含む）などに基づく都道府県による推計値を集計。
注3:介護職員の必要数は給付対象となる事業所、施設に従事する介護職員の必要数に、総合事業のうち従前の介護予防訪問介護
などに相当するサービスに従事する介護職員の必要数を追加。

出典:厚生労働省資料を基に作成
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（2）人材:「生産性」向上に関する加算
2024年度介護報酬改定では、

センサ―導入など生産性向上を支援する加算が創設された。

 （Ⅱ）の要件を満たした上で、利用者の満足度評価、総業務時間と超過勤務時間、年次有給休暇の
取得状況などのデータを通じて業務改善の成果が確認されている。

 生産性向上に繋がるテクノロジーとして、（1）センサーなどの見守り機器、（2）インカムなど連
絡調整の迅速化に繋がるICT機器、（3）介護記録の効率化に繋がるICT機器――の3種類を全て導
入している。（1）は全ての居室に設置し、（2）は全ての職員が使用。

 負荷が集中する時間帯の業務を細分化、食事の準備などを担う職員（いわゆる「介護助手」）の活
用など、職員間の適切な役割分担の取り組みを行っている。

 委員会における安全対策の検討、取り組み状況の定期的な確認を実施している。さらに、職員間の
適切な役割分担による業務の効率化などを図るために必要な職員研修も実施している。

 1年に1回、業務改善の取り組みによる効果として、（1）利用者の満足度評価、（2）総業務時間と
超過勤務時間、（3）年次有給休暇の取得状況、（4）介護職員の心理的負担、（5）機器の導入に
よる業務時間の変化――に関するデータを提供している。

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 100単位／月

 生産性向上に繋がるテクノロジーとして、（1）センサーなどの見守り機器、（2）インカムなど連
絡調整の迅速化に繋がるICT機器、（3）介護記録の効率化に繋がるICT機器――の3種類のうち、い
ずれかを導入している。

 委員会における安全対策の検討、取り組み状況の定期的な確認を実施している。
 1年に1回、（1）利用者の満足度評価、（2）総業務時間と超過勤務時間、（3）年次有給休暇の取
得状況――に関するテータを提出している。

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 10単位／月

2024年度改定で創設された「生産性向上推進体制加算」の概要

出典:厚生労働省資料を基に作成
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出典:2021年3月「介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン」を参考に作成

（2）人材:生産性のイメージ
2024年度介護報酬改定では「生産性」の必要性が論点に。

国のガイドラインでは、ケアに直接関係しない時間の削減などを強調。

2025年1月29日
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 2024年度報酬改定では、少ない人員で現場が回る「生産性」の必要性が
論点になり、加算などの手当が講じられた。

 国の生産性向上ガイドラインでは、業務改善などを通じて、ケアに直接関
係しない時間を削減できる点などが強調されている。



（2）人材:インフレで深刻化
インフレになると、資材や人件費が上昇するのに、

収入が公定価格でコントロールされている分、人材不足が深刻化。

介
護
報
酬 人

件
費

物件費

その他
介
護
報
酬

人
件
費

物件費

その他逆ザヤ
赤字

収益

物価や人件費が
上がると…

 インフレ下では、人件費や物件費が上がっても、介護報酬は公定であり、最終価格
に転嫁できない。このため、逆ザヤの赤字が生まれやすい基本構造。

 他の業界の賃金が上がれば、人材不足は一層、深刻になる。制度が2000年度にス
タートした後、⾧くデフレが続いていたため、初めてのインフレ対応となる。

2024年度介護報酬改定は賃上げのために1.59%増（同時改定の診療報酬本体は
0.88%増）。2024年度補正予算でも引き上げのための財源を確保しているが…。

注:図はイメージであり、実態は異なる。出典:各種資料を基に作成
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補足資料
参考資料

※説明や後半のディスカッションで
使う可能性があります。



営利法人の参入で在宅の裾野拡大
営利法人の参入を認めた結果、在宅ケアの裾野は拡大。
しかし、施設系では引き続き制限が掛かっている。

 在宅ケアの領域で営利法人の参入が認められた結果、訪問介護と通所介護では営利
法人のシェアが最も大きい。

準市場を採用した結果、在宅ケアの裾野が拡大した
 一方、営利法人の参入が認められていない特別養護老人ホーム（特養）では社会福
祉法人が9割のシェア。依然として社会福祉法人の存在感は大きく、M&Aに制限。

※ベネッセなどが提供している有料老人ホームは特養ではなく、「特定施設入居者生活介護」という制度の分
類であり、営利法人が約7割のシェアを占めている。

訪問介護事業所数の開設者別シェア 通所介護事業所数の開設者別シェア 特養施設数の開設者別シェア

出典:厚生労働省資料を基に作成 注1:社会福祉法人は社会福祉協議会を含む。
注2:2022年10月現在。
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混合介護的な運用が可能
区分支給限度基準額を超えても、全額を自己負担すれば、
保険サービスと全額自己負担分を組み合わせることが可能。

 全額を自己負担すれば保
険給付と組み合わせるこ
とが可能（「混合介護」
的なサービス利用）

 医療と比べると、個別性
が大きいため、利用者の
状態やニーズに応じて自
由度が高い設計に。

 医療の場合、先端医療な
ど保険外サービスを組み
合わせると、全額が自己
負担になる。混合診療は
原則禁止。

個別性に応じて、選択権を
幅広く認めることで、混合介
護的な運用が元々、可能な仕
組みとなっている。出典:厚生労働省資料を基に作成

注:区分支給限度基準額内の数字は単位、1単位は原則10円。
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作成年月日 年 月 日

利用者名 様 年 月分より

月 火
4:00

週間サービス計画表

水 木 金 土 日 主な日常生活上の活動

2:00

深
夜

早
朝

午
 

前

午
 

後

夜
 

間

深
　
夜

16:00

18:00

20:00

22:00

0:00

6:00

8:00

10:00

12:00

14:00

4:00

　　週単位以外の
　　サービス

訪問
介護

訪問
介護

公民館大学の
生涯学習
講座

配食
サービス

通所介護

ケアプランの工夫の可能性
ケアプランでは、保険サービス以外の民間企業などの

サービスを組み込むことが認められている。

出典:厚生労働省資料から抜粋・改変
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インフォーマルサービスの言及
制度創設時の国会答弁を見ると、ボランティアなどインフォーマル

サービスを組み込むことが想定されていた。

 サービスの計画（注:ケアプランを指す）には、介護保険の給付だけではなくて、
市町村独自のサービスでございますとかボランティアのサービスなどを含みますい
ろいろな種類や内容を含んだサービスの目標でございますとか、その目標が達成さ
れる時期なども盛り込むことになっている。

出典:第145国会会議録1999年4月13日参議院国民福祉委員会における厚生省の近藤純五郎老人保健福祉局⾧による答弁

制度創設時の議論

インフォーマルサービスの重要性が
制度創設時から期待されていた。

出典:福祉医療機構ホームページ

2025年1月29日
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規制改革で導入された「選択的介護」
規制改革の一環として、2018年度から「混合介護」の

要素を持つ選択的介護が試行されたが…。

2025年1月29日
キヤノングローバル戦略研／p20

出典:東京都資料から抜粋

 規制改革推進委員会の指摘を踏まえ、
混合介護の要素を持つ「選択的介護」
が2018年度から試行。

 見直しを通じて「同時一体的」な支援
が提供できるようになったが…。



ケアマネジャーの難しい立ち位置
高齢者、介護事業者、市町村の間で微妙な立ち位置となっており、

存在意義が問われやすい。

出典:各種資料を基に作成

 ケアマネジャーは「高齢者の代理人」として、インフォーマルケアも含めた生活支
援を担うことが期待されているが、保険サービスを組み込まないと報酬を受け取れ
ないため、生活支援の選択肢が介護保険サービスにとどまる。
介護支援専門員なのに、介護「保険」支援専門員になっている?

2025年1月29日
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利用者負担2割拡大の経緯
2割負担の対象者を拡大させる是非が2022年5月以降、

審議会などで議論されたが、3年後に先送り。

出典:内閣官房、財務省、厚生労働省資料などを基に作成

2025年1月29日
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人材不足に関する過去の対応策
深刻化する人材不足に対応するため、処遇改善加算や

外国人労働力の活用などが図られている。

 2012年度以降、介護報酬で段階的に給与を引き上げ。

 2019年度から特定技能制度を導入。最大6万人の受け入れ方針。

 ボランティアの活用、担い手の拡大。

 介護現場の負担軽減を図るため、文書量を削減する取組を2019年度から開始。

 見守り機器やICTの活用。導入を支援するための補助金、報酬改定。

①介護職員の処遇改善加算

②外国人労働力の受け入れ拡大

③元気な高齢者をボランティアの参入機会拡大

④現場の文書量削減

 介護職員の離職を防ぐため、キャリアアップのモデルを提示。
⑤介護職のキャリアアップコース提示

⑥ICTの活用、生産性向上

出典:各種資料を基に作成

2025年1月29日
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介護ロボットの導入（参考）
移乗支援、移動支援、排泄支援などを重点分野に規定。

現場への実装が期待されている。

出典:厚生労働省資料から抜粋

2025年1月29日
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